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来春から運用が本格化する 

４機体制による準天頂衛星   
 

マスコミは日本版ＧＰＳ衛星である準天頂

衛星の利用可能性について好意的に報道して

います。来春から４機体制による準天頂衛星

の本格的な運用が始まる予定ですが、これは

２０１０年当時与党の政策担当だった私が中

心となって事業化を進めてきた政策です。 

準天頂衛星とは「日本の上空の天頂付近に

つねに１機の衛星が位置するように軌道上に

複数の衛星を配置して利用する衛星システ

ム」で、日本の天頂に衛星がつねに存在すれ

ば、山やビル等に影響されずに全国を１０

０％カバーする高精度の衛星測位サービスを

提供できます。しかも準天頂衛星は日本だけ

ではなく、縦は中国からオーストラリアまで、

横はインドの半ばくらいからグァム島の先ま

でという広い範囲をカバーできるのです。 

世界の測位衛星では、米国空軍のＧＰＳ衛

星、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳ衛星、ヨーロッ

パのガリレオ衛星、中国の北斗衛星、インド

のＩＲＮＳＳ衛星がすでに稼働しています。

つまり、位置測位は軍事作戦を展開するため

の基本なので各国もそうした独自のシステム

を持っているのです。日本人に最も馴染み深 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いＧＰＳの場合、地上に対する測位精度（測

位の誤差）は約１０メートルなのに対し準天

頂衛星はわずか数センチしかありません。 

 このように非常に高い測位精度を誇ってい

るので、準天頂衛星には産業面ばかりか安全

保障面での活用でも大きな期待が寄せられて

います。ただし４機体制の運用ではまだ米国

空軍のＧＰＳの力も必要ですが、７機体制な

ら準天頂衛星だけでの運用も可能になります。 

  

●大震災で高まった災害対策の必要性 

２０１１年３月１１日の東日本大震災発生

直後、家族や知人の安否を確認するために大

勢の方が携帯電話を使ったのにほとんどつな

がりませんでした。同様の経験をした私は、

携帯電話をもっと災害に役立てることはでき

ないかと思い、それをいろいろな政府関係者

に相談したところ、内閣官房宇宙戦略本部の

ある幹部がこういいました。「準天頂衛星に大

きなアンテナをつければ携帯電話の電波が宇

宙に届きます」 

これだ！ と直感した私は、準天頂衛星を

用いて、衛星と携帯電話を直接結ぶ安否確認

システム、衛星から直接私たちの携帯電話に

津波情報を発信するシステムなどを考案した
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２５年ぶりにベトナムの首都ハノイを訪
問し、日本に技能研修生を送り出してい
る教育機関を視察。教室で彼らのノート
を見せてもらうと、律儀にそして丁寧に
書き込まれていました。意欲の高さと日
本への期待を実感しました。  

 



のでした。実現すれば総事業費２０００億円

以上の大型プロジェクトになります。逆にい

うと、準天頂衛星の整備に２０００億円を超

える規模の予算がかかるということです。 

  

●準天頂衛星は現政権でも成長戦略の柱 

以上のシステムとは具体的には、「災害時の

安否情報では、避難所の端末にスマートフォ

ンをかざすだけで個人情報が準天頂衛星に送

られて、各個人がどの場所にいるかが確認で

きる」「沖合に設置したブイ（潮位計）で津波

の高さと速度を高精度で捕捉した情報を準天

頂衛星に送ることで、携帯電話に何分後に何

メートルの高さの津波が到達するという情報

をメールで一斉に知らせることができる」な

どです。と同時に当然、災害面以外での準天

頂衛星の活用も視野に入れていました。 

以後、私は準天頂衛星を所管する内閣府を

はじめ関係各官庁の人たちと一緒に準天頂衛

星整備のための予算確保に全力を尽くしたの

ですが、それが実って、準天頂衛星を整備す

るという閣議決定に漕ぎ着けたのが東日本大

震災から約半年後の２０１１年９月３０日で

した。しかも、この閣議決定では４機から７

機に変更してもらうことにも成功しました。 

なお政権交代後、科学技術担当大臣の答弁

で「大島議員が労を取った」「大島議員は準天

頂の父」という発言もありました。 

  

●大きい安全保障面での活用メリット 

一方、準天頂衛星の産業面での活用には例

えば次のようなものがあります。 

・ＧＰＳとは比較にならない正確な位置情報

をスマートフォン上に表示 

・測位情報に従うドローンによる物資の輸送 

・高速道路上の自動車の走行区間を把握して

運転者から高速料金を徴収 

・自動車の自動運転 

・無人トラクターや無人コンバインの自動制

御による耕運、種まき、収穫などの実施 

また、我が国でもインターネットと GＰＳ

衛星は社会インフラとして欠かせなくなって

いますが、いずれも米国の軍事技術なのです。 

まずインターネットは、東西冷戦下で旧ソ

連から米国が大陸間弾道ミサイルで攻撃され

た際に個別の防衛機能が失われても、米国全

体としての防衛機能が低下しないようにして

おくために開発された分散処理型通信システ

ムです。民間に開放されて世界中の人々が使

えるようになりました。 

 ＧＰＳ衛星も、その電波を無料で借用して

私たちはカーナビゲーションを利用できるわ

けです。ところが、米国が有事を迎える、つ

まり戦争状態に入ると、自衛隊を除いて民間

（カーナビゲーション）も警察も海上保安庁

もＧＰＳ衛星を借用できなくなります。 

外交交渉では他国が一目置くカードを持た

なければなりません。米国にとってインター

ネットとＧＰＳ衛星もそんなカードなのです。

同じ発想で私は、我が国独自の位置測位シス

テムである準天頂衛星システムを推進したの

でした。現在、政府は東南アジア各国に電子

標準点システム（地図情報は安全保障の要）

や準天頂衛星利用の働き掛けを行っています。 

この準天頂衛星システムは、東日本大震災

直後に、内閣府宇宙部局の方から「準天頂衛

星のアンテナを広くすれば、携帯電話の電波

が宇宙まで届く」と伝えられ、与党の政策責

任者として私が担いだプロジェクトです。結

果を出すまでに閣議決定から６年かかりまし

た。いい仕事をしたと感慨深く思います。 


